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１．まえがき 
業務分析は，業務の改善を図る手段として広く普及して

いる．近年は，組織全体の業務改善が取り組まれており，

エンタープライズアーキテクチャが注目されている[1]．米

国では，連邦政府の FEAF や国防総省の DoDAF がある[2]
～[3]．日本では，業務・システム最適化指針(ガイドライ

ン)が策定されており，官民で導入が進んでいる[4]． 
業務分析の流れと問題点とを図 1 に示す．そこでは業務

分析者への作業負担および業務モデル(プロセスモデル，

データモデル)の品質確保が問題となっている．また，業

務分析の過程で得られた知識の蓄積や再利用の重要性が認

知されているが，標準的な知識獲得および再利用の手法が

確立されていない．このため，業務モデルを有効活用され

ている事例が少ない． 
既往の研究は，対象事象のシナリオと簡便な図で業務モ

デルを記述して業務分析者と実務担当者との意思疎通を改

善する手法を提案している[5]．しかし，最終成果の業務モ

デルが完成するまでに多くの資料を準備する必要がある． 
本研究では，高品質な業務モデルを合理的に得る手法を

提案する．また，業務分析の事例を用いて模擬実験を行い，

本研究で開発した手法の有用性を検証する[6]～[7]． 
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図 1 業務分析の流れと問題点 

2 ．研究の概要 
2.1 手法 

本研究では，図 2 に示す業務分析の手法を提案する．従

来の業務分析では，業務分析者が多くの作業を担当してい

た．一方，本研究の手法では業務分析者と分析対象の実務

担当者とで役割を分担して作業する．また，それぞれの作

業を効率よく進めるために業務分析ツールが支援する． 
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作業の抽出
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図 2 本研究の提案する業務分析の手順 

 
2.2 業務分析ツール 
本研究で提案する業務分析の作業を支援するために，業

務分析ツールを開発した．業務分析ツールの主要な機能を

表 1 に示す．各機能は，図 2 に示した実務担当者および業

務分析者の作業を支援する．業務分析ツールは，一般的な

パソコン環境で動作する．また，実務担当者でも容易に操

作できるように UML のアクティビティ図を基にしたユー

ザインターフェースとした．さらに，市販のモデリングツ

ールのような多機能性を排し，作業，作業間の関係，各作

業の入出力情報，作業時間および制約条件などの分析で必

ず用いる情報が確実に獲得できる入力項目を設けた． 
 

表 1 業務分析ツールの主要な機能 
機能 概要 

作業箱作成機能 業務モデル作成作業に必要な作業の

一覧を作成する機能． 
モデル編集機能 業務モデルを作成，編集する機能．

品質検査機能 表記ゆれや用語の入力ミスを検出す

る機能． 
モデル統合機能 複数の業務モデルを統合する機能．

ユーザー辞書機能 対象業務の用語を登録する機能． 

入出力機能 作業の情報をファイルに出力および

ファイルから取り込む機能 
 

業務モデルを作成する際，使用される用語の表記がゆれ

ることがあり，その後の分析を困難にする．本研究では，

統一した用語を使用した業務モデルの作成支援として，品

質検査機能を開発した．さらに，業務モデルのレジストリ

が構築しやすいように，入出力形式は XML を適用した． 
業務モデルは，各実務担当者がまとめるのが最も正確で

ある．各実務担当者によって作成された複数の業務モデル

を統合することで分析対象全体の業務モデルが作成できる．

業務モデルの統合を支援する機能として，本研究では，モ

デル統合機能を開発した． 
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品質検査機能の処理の流れを図 3 に示す．まず，入力さ

れたテキストに含まれる単語の組を文字列として比較し，

類似度を算出する．類似度が閾値以上のものを表記ゆれ，

または入力ミスとみなし，警告の対象とする．次に，予め

用意されている用語辞書を使用し，同義語を検索する．同

義語が複数入力されている場合は，それらを警告の対象と

する．最後に，用語辞書を使用し，文字列の比較により警

告の対象とされた単語の組のうち，意味的に異なるものを

誤検出とみなし，警告を無視するよう設定する．以上の処

理により，単純な文字列のゆれ，入力ミスおよび同義語を

検出しながら，誤検出を排除することを実現している． 

 
単語  

文字列比較による検出  

用語辞書による検出  
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警告  

警告無視  

 
図 3 品質検査機能の処理の流れ 

3．模擬実験と考察 
3.1 模擬実験 

本研究で提案する手法の有用性を検証するため，既存の

業務分析成果を用いて模擬実験を実施した．模擬実験の概

要を図 4 に示す．模擬実験では，本研究の手法に基づき，

文献[6]の道路の維持管理における作業，入出力，制約，関

係者および時間の資料を用いて業務モデルを作成した． 
 
事前準備（業務分析者） 複数の実務担当者
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（アクティビティ図ベースのフロー）
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業務分析ツールの配布 ユーザー辞書の作成

品質検査，
業務プロセスモデル洗練

業務プロセスモデル出力，
引き渡し

業務プロセスモデルの統合

ユーザー辞書整形
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図 4 模擬実験の概要 

 

業務分析ツールを用いて業務モデル(プロセスモデル)を
作成している画面を図 5 に示す．品質検査機能で検出され

た表記ゆれや入力ミスは，赤い枠で警告表示するように設

定している． 
 

3.2 結果と考察  
模擬実験で得られた結果を基にして，業務モデル作成の

作業効率および業務モデルの品質向上の 2 点を考察する． 
（1）作業効率 
• 実務担当者は，容易に業務モデルが作成できる． 
• 業務分析者は，従来何度も行っていたヒアリング調査

が最小限に抑えられる． 

 
図 5 業務分析ツールで作業中の画面 

 
• 各実務担当者が作成した複数の業務モデルを統合する

ことで分析対象全体の業務モデルが作成できる． 
• 業務モデルの作成で登録したユーザー辞書を用いるこ

とにより，クラス図の作成の際，クラスの抽出・発見

が効率よく行える． 
• 作業に付随する情報を業務分析ツールで管理すること

により，作業の煩雑さが解消できる． 
（2）品質向上 
• 業務分析ツールの品質検査機能およびユーザー辞書機

能により，従来の手法では見落とされている表記ゆれ

が排除できる． 
以上の結果から，本研究の手法は有用であると言える． 

 

４．あとがき 
本研究では，業務モデル作成の役割分担に着眼し，業務

分析作業の効率化および品質を向上する手法を提案した．

本手法の業務分析作業を支援する業務分析ツールを開発し

た．また，模擬実験を実施し，本研究の手法が作業効率お

よび品質向上の双方で有用であることが確認できた． 
今後の課題として，業務分析作業のさらなる効率化のた

めに，作業の過程で得られた知識の再利用方法や実装法を

検討することが挙げられる． 
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